
琉球大学学術リポジトリ

島嶼経済の構造的不均衡と経済自立
－沖縄県経済の場合－

言語: Japanese

出版者: 琉球大学法文学部

公開日: 2009-08-13

キーワード (Ja): 

キーワード (En): 

作成者: 大城, 肇, Oshiro, Hajime

メールアドレス: 

所属: 

メタデータ

https://doi.org/10.24564/0002004807URL



島喚経済の構造的不均衡と経済自立＊
－沖縄県経済の場合一

大城肇

１はじめに

我が国において、沖縄県ほど経済の自立化が議論されている地域は寡聞に

して知らない(1)。これまでの沖縄県経済が外的要因によって規定される他律
依存型の経済であったという現状認識と、県民が自決（＝政治的自立）と自

治（＝県内の各意志決定主体の主体性）によって、外の何ものにも束縛・翻

弄されたくないという自立意識を強くもっていることがその背景にある。そ

れは、過去の長い歴史を踏まえて将来を展望するときに、当然に県民が抱く

感情（意識）であるといってもよかろう。

ところで、沖縄県経済の自立を論じる場合、共通に認識しておかねばなら

ない制約条件がある。また、経済自立をどの指標で評価するかという問題も

ある。まず次節で、沖縄県経済の自立化にとっての制約条件を吟味する。し

かる後、６節において経済自立化の具体的内容を規定し、それを評価する尺

度を検討することによって経済自立の全体像を明らかにし、８節と終節で経

済自立化のための産業・貿易振興策のあり方を検討する。なお現状認識を確

かなものとするために、３節－５節において1975年度以降の沖縄県経済のマ

クロ的な構造的不均衡の特徴が明らかにされる。

本稿で扱われる題材は、既に広く議論されてきたものであり、新たに付加

すべきものはない。視点を変えて、言い旧されてきた命題に別の光を当てる

のがここでの分析のねらいである。
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２経済自立化の制約条件

これまでの沖縄県経済の自立化論には、現状の延長から独立国の形成まで

幅広いバリエーションがみられる'2Ｉｏ１１ｌ１縄県経済の自立化を検討する際に留

意すべき制約条件の第１は、沖縄県は一国内の一地域にすぎないという制度

的制約である。この制約には、基本的に二つのことが含まれている。一つは、

適用される政治・経済制度が、他の都道府県|可様、全国一律の制度であると

いうことである。確かに、現在の沖縄県には「復帰特別措置」や「沖縄振興

開発特別措置法」など、一見、全国の他の地域と異なる制度が適用されてい

る。しかし、これらの制度の名称からも分かるように、あくまでもいずれ効

ﾌﾞJ1がなくなる「特別」な時限立法的措置であり、現行でも本則の枠内での適

用にすぎない。このように、沖縄県で適用できる制度は我が国の国内法の範

囲内であるということを踏まえる必要がある。要は、制度の弾力的運用をど

れだけ工夫できるかという行政的手腕にかかっている。

沖縄県は－国内の－地域にすぎないという制度的制約は、また、本県の経

済システムが日本経済のそれと同一であるということも含意する｡すなわち、

沖縄県経済は、市場経済を基本とする混合経済体制の中に位置付けられると

いう、極めて自明の前提である。市場経済は、競争の世界である。他に比べ

て優位性をもち、競争力の強い産業しか生き残れない世界である。とはいう

ものの、現実の経済では市場メカニズムだけではカバーしえない領域やそれ

のひずみが現れた領域も数多い。そのような領域に対しては、公的部門（財

政）の役割が期待される。したがって、民間活動と財政の兼ね合わせをどう

するかが、沖縄県経済の自立化を考える場合に重要になってくる。

また、従来、開発戦略として沖縄県の地域特性を生かす形での振興策がと

られるべきことが主張されてきたが、同様に、経済の発展段階を踏まえた施

策の展開も重要である。戦後の日本経済の発展過程に照らすと、沖縄県は後

発地域である。したがって、市場競争上、不利な立場にあるのは否めない。

しかし、先進地域の轍をふむことのよいよう後発地域のメリットを十分に生
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かすことができる。これこそが、沖縄県経済の発展段階を踏まえたときの有

利性である。

第２の制約条件は、広大な軍事基地の存在である。復帰後もiiIlI縄県には耶

事基地が存続して、県土１，積の１割強を,liめ、基地密度は極めて高い。しか

も基地の大半は、開発可能地域に立地しておl)、沖縄県の振興開発ならびに

地域開発を進める上で、大きな制約となってきた。

沖縄在の米軍基地が地域に与える経済効果として、軍用地料や基地関連政

府支出等による直接効果や関連産業への波及効果等が計測可能である。しか

し、これらの経済効果は、非生産的存在である米軍基地を維持することから

派生する金銭的効果であって､基地そのものを維持する上での犠牲の対Iilli(コ

スト）の派生効果である。薙地の存在は、持てる者と持たざる者との経済的

格差を生みだしていると同時に、土地利用_上の不整合をもたらし、歪んだ地

域構造を形成してきた。

沖縄の経済自立の観点に立って、冷戦構造の変容を踏まえたとき、米軍基

地の整理・縮小・返還は時代の要請であＩ)、基地の平和的比生利用への転換

に積極的に取り組んでいく必要があろう。そのためには、某地に依存した市

町村経済の構造転換策と基地脱却を目指す地域経済の活ｌｙｌ２化策を展開すると

ともに、返還跡地の有効利用施策を具体化する必要がある。

第３のilil｣約条件は、台風や旱魅の常襲地であり、狭|続な島蝋であるという

地理的・自然的条件である。この制約は、島蝋地域一般についていえること

であるが、従来、島唄経済の発展を阻害する要因であったことは否めない。

まず、人的資源を含め資源の賦存量が乏しく、経済活動の多様な展開が困難

であるということである。さらに、域内市場が狭|溢であることから、産業活

動にとって成長の天井が低く、同時に規模の経済が働かないため、輸送コス

トの割高を招いてきた。このような地理的・自然的条件は、経済の転換能力

に著しい制約を課することになる。

ただ、近年の技術進歩や情報通信網の発達、さらに消費者ニーズの変化等
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によって、このような地理的・自然的条件は島喚経済にとって比較劣位の形

成要因ではなくなりつつある。むしろ今後は、地理的・自然的条件を地域特

性として取り込み、比較優位の条件を積極的に作り出していく知恵と工夫が

重要になってこよう。そのことによって、「平和と発展と交流」の“key

stone”としての沖縄県の位置づけが明確になってくるであろう。

３沖縄県経済の成長と対外要因

沖縄県経済は、1975年度-1989年度の実質経済成長率（年度平均。以下同

様）が4.5％であり、着実に安定成長軌道をたどってきた（表１）。経済成長

は、1975年度～1982年度が4.7％、1982年度-1989年度が4.3％で推移してき

た。1975年度-1989年度について部門別にみると、公的部門が政府投資（公

的総固定資本形成）の伸びに支えられて3.4％、民間部門が3.7％と堅調にの

びてきた。なお、民間部門は1982年度～1989年度に民間投資が急進したこと

を背景に好調な足取りとなったのに対し、公的部門は1975年度～1982年度の

4.5％から２．４％へ減速している。

これら内需部門に対し、対外部門はマイナス方向への成長を示し、赤字幅

は1975年度から1989年度にかけて縮小してきた｡移輸入は縮小傾向で推移し、

移輸出が平均0.2％の増加を見せたが、対外不均衡を大幅に是正するまでに

は至っていない。

このような部門ごとの成長テンポの違いは、県民総支出に対する各部門の

構成比や成長寄与率にもそれに対応した相違をみせている。まず、1975年度

から1989年度にかけての構成比の推移をみると､民間部門が91.1％→81.0％、

公的部門は34.2％→29.4％とそれぞれウェイトを落としている。これら内需

部門のウェイトは125.3％→110.4％とやや低落傾向がみられるものの、依然

としてかなりの高率である｡この内需部門の１００％を超過する分に対外(外需）

部門のマイナス分が対応するが、-30.8％→-13.4％とわずかながら赤字分の

ウェイトは低下している。なお、内需部門の100％を越える分と外需部門の
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絶対誤差は、県外からの要素所得と統計上の不突合のウェイトである（以下

同様)。

対外部門と県民総支出との相対的大きさを1975年度～1989年度についてみ

ると、移輸出が45.5％から25.2％の規模へ、移輸入が76.3％から38.7％の規

模へ、そして赤字額が30.8％から13.4％の規模へ、それぞれ推移している。

沖縄県経済の対外不均衡を示す赤字額の絶対値及びその相対的規模は縮小す

る傾向にある。

では、それぞれの部門は実質経済成長に対してどれだけ寄与したであろう

か。1975年度-1989年度についての寄与率は、民間部門が69.3％、公的部門

が23.9％であったのに対して､対外部門は-6.7％とマイナスの寄与であった。

このように内需主導の経済成長を実現したのが、沖縄県経済の特徴である。

1982年度を境にしてそれ以前とそれ以後についてみると、対外部門は引き続

きマイナスの寄与（-10.5％→-3.7％）となっているが、民間部門の寄与率

は高くなり（55.5％→80.3％)、公的部門の寄与率は低下している（32.3％

→17.2％)。過去、沖縄県経済は内需主導型の経済成長を遂げてきたが、そ

の成長要因のパターンは、やや民需型へとシフトしつつあると言えよう。と

はいうものの、財政依存型という沖縄県経済の基本的構造に変わりはない。

以上の考察から明らかなように、対外部門は一貫して赤字不均衡となって

いるため、沖縄県経済の成長に対してはマイナス方向に寄与し、成長抑制要

因となってきたことがわかる。せっかくの旺盛な内需が県外へ赤字として漏

出していることから、適度の経済成長を維持しながら、この需要の県外漏出

を食い止める有効な産業・貿易振興策を展開することが本県に課された課題

といえよう。

４沖縄県経済のマクロ・バランスと不均衡構造

1975年度～1989年度の沖縄県経済は、民間部門の貯蓄超過（投資不足)、

政府部門の大幅な超過需要、対外部門の大幅な移輸入超過によって特徴づけ

－２８－
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られろ（表２）。マクロ・バランス式で概念的に示すと、

（△Ｘ－△Ｍ）＝（Ｍ－△J）－（△Ｇ－△Ｔ）（１）

負正正

く対外部門〉〈民間部門〉〈公的部門〉

となる。ここで、ｘ＝移輸出、Ｍ＝移輸入、ｓ＝民間貯蓄、Ｉ＝民間投資、ｃ

＝財政支出、Ｔ＝租税であり、△は変化分を表す。この関係式は恒等式であっ

て因果関係を表すものではなく、またそれぞれの部門が完全に均衡する必然

'性もない。しかし、６節で吟味するように、沖縄県経済の自立化の内容が－

つは対外収支の赤字を改善すること、すなわち（Ｍ－△Ｍ)→０であること、

二つは財政依存度を低めること、すなわち（Ｍ－△Ｔ）→０であることで

あるならば、(1)式はこのことに関して重要な示唆を与えてくれる関係式で

ある。すなわち、沖縄県経済の自立化が対外収支の改善を意味するならば、

そのことは、国庫からの財政移転等のウェイトを相対的に低下させると同時

に、県内の物的生産力の向上に結びつくような民間投資を相対的に増大させ

ること、つまり財政主導型から民間主導型へと構造転換を図ることであると

言える。そのための具体的な方策の展開がいま必要とされているのである。

沖縄県経済の自立化という場合、(1)式における各部門が完全に均衡する

こと、すなわち

△Ｘ＝△Ｍ，△Ｉ＝△Ｓ，△Ｇ＝△Ｔ （２）

が成立することは必ずしも必要でないことは既に述べた。現実的な議論とし

ては、各部門のギャップをできるだけ縮小させる過程がむしろ重要である。

そこで、(1)の関係式で示される現実の不均衡状態から(2)式が成立する状態

への移行プロセスをみるために、限界不均衡指数△』（j＝，、ｇ、／）を次の
（３）

ようlこ定義する。

△j＝△Ｙ}／△γ，ｊ＝，、ｇ、／ （３）

ここで、△Ｚ＝△I／s，△Ｈ＝△Ｃ／t，△ＹＦ△Ｅ／肌であり、ｓは限界貯蓄

－２９－
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率（＝△S／△γ)、ｔは限界税率（＝△Ｔ／△Ｙ)、伽は限界移輸入率（＝△Ｍ

／△Ｙ)、Ｙは県民総支出の変化分である。

△Y｝（ノー，、ｇ、／）は、（１）式において各部門が(2)式のように完全に均衡

するための県内総需要の必要変化分を示す。したがって、(3)式で定義され

る限界不均衡指数△iは、現実の県民総支出（＝有効需要）に対して各部門

の均衡を成立させるのに必要な県内総需要の相対的大きざを表す指数であ

る。△Ｙは現実の不均衡（例えば対外収支の大幅赤字）の下で実現した県民

総支出の変化分であるのに対し、△Ｙｌは完全均衡が成り立つために必要な各

部門における有効需要の変化分である。限界不均衡△jは、両者の乖離の度

合いを示す指標にほかならない。△jはｌを基準として評価きれる。

表２には、県民所得統計をもとに1975年度～1989年度について試算した沖

縄県経済の不均衡構造を示す諸指標を掲げてある。沖縄県経済の特徴を一言

で言えば、（１）式で要約したとおり、各部門の大幅な不均衡を伴って成長

してきた経済である。すなわち、対外部門の696.9億円（名目値。以下同様）

にものぼる赤字の増分は、民間部門の貯蓄超過（投資過小）の増分3,469.1

億円と財政部門の受取超過の増分3,017.7億円が対応している。（誤差につい

ては表２の注３を参照)。このような沖縄県経済の特徴を構造パラメータに

よって表現すると、比較的高い限界貯蓄率（0.28225）と限界移輸入率

（0.11881)の下で、相対的に低い限界税率（0.04386)をもつ経済は、乗数値

も2.27595と小きく、県内歩留率の低い（県外への漏れの大きい）経済構造

となっている。

では、このような経済構造は、何が原因になって形成されてきたのであろ

うか。上で述べた高い限界貯蓄率と限界移輸入率及び低い限界税率は、結果

であって原因ではない。原因は、民間部門（とりわけ物的生産部門）への相
（４）

対的に低い投資率と過大な財政の超過需要lこ求められる。復帰後の沖縄県経

済のもつ大きな特徴の一つは､財政の超過需要による不均衡を伴った拡大(成

長）が可能であったということである。
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沖縄県経済は、そのような条件下で財政依存型の成長を遂げてきた。しか

し、沖縄県ではこの過程で産業活動の均衡ある発展が行なわれず、民間主導

型への構造転換がうまく進んでこなかった。せっかく財政の超過需要という

拡大均衡のための前提条件が存在しているにもかかわらず、それが民間の供

給能力の拡大＝潜在的生産能力の潤養にまでうまくつながることなく、移輸

入を誘発しやすい構造となっているところに問題があるといえよう。その結

果は、大きな部門間のインバランスを伴った需要漏出型の成長として現れて

いる。このような状'１兄が続けば、沖縄県経済の自立化はおぼつかない。

県内での財政の超過需要は、県外の国内産業への連関効果へとつながって

いることから、国民経済的立場からすると、現在の沖縄県経済の構造は国内

のアブソーバー（需要吸収者）としてそれなりに存在意義を持っている。し

かし、－県ないし－地方の立場からすると、県内での超過需要を県内に取り

込み、潜在的生産（供給）能力を禰養することの方がより重要であることは

言うまでもない。沖縄振興開発の目標の一つとして、経済の自立的発展を標

傍するのであれば、そのための主要施策は、財政超過需要を潜在的生産（供

給）能力の潤養へ結びつける民間投資を誘披する環境条件の整備を回ること

であろう。

確かに、これまでも民間投資はii門発になされてきたが､限界投資率は

0.08397（1975年度～1989年度平均）にすぎず､限界貯蓄率に比べると相対的

に低いのは否めない。しかも、これまでの民間投資の特徴として､物的生産力

の向上へ結びつく投資が少なかったことを指摘することができる（図ｌ参

照)。ちなみに､民間投資（総固定資本形成）の動向をみてみよう。沖縄県の

民間投資（名目）は､1975年度から1989年度にかけて2.4倍に増加した｡この

テンポは同期間の県民総支出（詔目）の2.8倍増を下回るものの､民間投資は

決して低迷しているわけではなく、むしろ数字の上では活発な投資活動がう

かがえる。なかんずく民間投資の７割（1989年度＝70.2％）を占める企業設

備投資は､3.5倍増と極めて好調に推移してきた。
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図１民間股備投資の内容

(百万円）
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資料：沖縄県企画開発部統計課「平成元年度県民所博統計」（平成３年１１月）

このような好調な企業設備投資は､短期的な景気の下支えとしては重要な

ファクターの一つであり、県経済の景況をけん引する役割を果たしてきた。し

かし､ここで問題にしている長期的な視点での供給能力＝物的生産力の酒養

につながるような設備投資は､むしろ大きく低迷しているのである｡企業設備

投資のうち､物的生産力に直接関連する農林水産業と製造業（物的生産部門）

での設備投資についてみると､過去15年間で1.8倍増を示したが､第３次産業

を中心としたその他産業（＝サービス生産部門）の3.8倍増に比べ､相対的に

伸び悩んでいるのがわかる。この相対的伸び悩みは､民間企業設備投資の内訳
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にも現われており、サービス生産部門のウェイトが1975年度の82.6％から

1989年度の90.6％へ高まったのに対し､物的生産部門のウェイトは17.4％か

ら9.4％へ低迷している｡財政部門での超過需要や今後増大することが期待さ

れる観光収入（需要）等の波及効果を県内で受け止め､需要の県外漏出を防

ぐためには､物的生産部門への民間投資を相対的に高めるような選択的投資

戦略を展開していくことが有効な手段となろう。

さて､1975年度-1989年度の沖縄県経済の構造を限界不均衡指数△』でみて

みよう｡表２の限界不均衡指数にはっきり現われているように､沖縄県経済の

不均衡の度合い（△ｊのｌからの乖離）はかなり大きい｡対外部門と民間部門

では､それぞれ1.33522,0.29751となっていて､両部門の均衡ある発展のため

には､民間投資の増大や移輸出の増大による県内需要の喚起を図ることが必

要である｡一方､公的部門では､4.93237となって､財政黒字の拡大が示されて

いる｡公的部門の均衡のためには､一層の県民総生産の増大が必要である。

以上をまとめると､民間投資の拡大によって､移輸出を促進するような供給

能力の増大＝県内総生産の拡大を図ることが､経済自立のための十分条件の

一つであるということが言える｡なお､1975年度-1989年度を二つの期間に分

けて不均衡の度合いをみると､1975年度～1982年度よりも1982年度～1989年

度において各部門の不均衡の度合いは小さくなり、しかも乗数値も大きく

なっていることが分かる（表２）。また､投資率は依然として貯蓄率よりも小

さいが､0.05483から0.10925へ高まっている。このことからも､民間部門の限

界投資率が高まれば､各部門の不均衡の度合いは小きくなり、その限りにおい

て､わずかではあるが経済は自立化の方向へ向かっていることが確かめられ

る。ここで､再度､強調しておきたいことは､沖縄県経済の持つ構造的な不均衡

を解消するためには､供給サイドの構造的な欠陥を是正できるような民間投

資の相対的な拡大が必要であるということである｡供給能力の向上に結びつ

く民間資金を投じることによって､貿易構造や財政構造のインバランスは､早

晩是正され､乗数効果及び連関効果も高まっていくことであろう。
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５沖縄県の自給構造

沖縄県の1975年､1980年､1985年の産業連関表をもとに､完全自給産出水準

X/、移輸出充足産出水準Ｘ，移輸入による節約産出水準ｘ’1を求め､県内最終

需要による生産誘発度α､移輸出による生産誘発度β､移輸入による生産節約
（５）

度γ、県内自給率Ｅを計算して一覧Iこ示したのが表３である。同表の結果を

もとに､沖縄県産業の自給構造の特徴をまとめることにしよう。

1985年の沖縄県の現実の生産額は3兆8,996.4億円であり、1980年に比べ

27.0％の増加であった｡移輸出入がなく県内の最終需要を完全に県内生産し

たとしたとき完全自給産出水準は､1985年の場合､5兆3,113.0億円であるか

ら､県内自給率は73.4％である｡全国が､105.3％と自給して余りがあるのに比

べると､沖縄県の自給水準は低い｡しかし､1975年の68.7％､1980年の69.0％に

比べると､徐々に自給力が向上しているのがわかる｡移輸出による生産誘発度

βと移輸入による生産誘発度γを1975年､1980年､1985年についてみると、β

は34.5％→30.9％→24.9％、γは65.8％→61.9％→51.5％といずれも低下傾

向にある。

産業別の自給構造は､図２のスカイライン図で集約的に示されている｡帯の

太さは県内需要に対応する各産業の生産額の割合であるが､沖縄県の場合､建

設業とサービス業等の第３次産業が太く、製造業や第１次産業では細くなっ

ているのが特徴である。また､帯の長さ（高さ）は自給率の高さを示す｡沖縄

県の場合､自給率が１００％を越える産業は､漁業（152.7％)､石油・石炭製品製

造業（112.3％)､運輸・通信業（132.2％）及びサービス業（107.3％）にす

ぎない（1985年)｡全国の場合､農林水産業（76.8％）と鉱業（12.3％）を除

けばほぼ自給体制が整っている｡県内自給率を1975年､1980年､1985年につい

てみると､低下した産業は石油・石炭製品製造業（187.5％→176.3％→

112.3％）のみである｡当該部門はエネルギー需給構造の変化の影響を受けて

いる｡食料品製造業のように低迷している業種もいくつかあるが､第３次産業

と第１次産業を中心に県内自給率は向上している。
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琉球大学・経済研究（第45号）1993年3月

沖縄県の産業スカイラインから明らかなように､建設業と第３次産業の肥

大化と製造業部門を中心とする物的生産部門の脆弱性が好対照をなしてい

る。これまでも再三指摘してきたように､製造業を中心とする物的生産部門の

振興が均衡ある自立的な県経済の発展にとって必須であることがここでも確

認できる｡金融・保険業を軸に安定感を示す第３次産業､石油・石炭製品製造

業と食料品製造業に特化したひ弱な第２次産業､漁業の奮闘がひときわ目立

つ第１次産業~これが沖縄県の産業スカイラインの眺望である。

６経済自立化の指標

戦後期における沖縄県の振興開発政策をみると、「経済振興第１次５ケ年

計画」から「第３次沖縄振興開発計画」に至るまで一貫して流れている政策

課題の一つは､沖縄県経済の自立化を図ることである｡1972年の日本復帰を境

に､それ以前は基地依存型経済に対して､それ以降は財政依存型経済に対し

て､それぞれ自立経済を確立することを主要な計画目標の一つとしてきたの

である。
（６）

では､7中縄県経済について経済自立の具体的内容を検討してみよう。経済

自立を集約して表現すれば､過度の財政依存から脱却し､移輸出競争力のある

産業を振興するとともに､失業が改善きれ､経済的格差も是正きれて､経済､社

会､文化等が個性的に発展していくプロセスである。

まず､経済自立の具体的内容の一つは､財政への依存度を相対的に低め､自

主財源比率を高める一方で､他の総需要項目のウェイトを高めていくことで

ある｡これまでは､立ち遅れた社会資本の整備等で財政に過度に依存してきた

が､他律的な財政依存からの脱却が経済自立の内容として強く意識されてい

る。

第２に､産業活動を活発化させ､対外競争力を持ち､移輸出力を伸ばす企業

群や移輸入代替化を図ろ企業群を育成・創出することである｡移輸出力を

もった地域産業の振興と､サービス化・情報化・国際化というトレンドに即

－３８－



島喚経済の構造的不均衡と経済自立一沖縄県経済の場合一

応した地域産業の育成によって､県経済を活性化することが経済自立化の具

体的内容の一つとなっている。

第３の内容は､第２の内容とも関連するが､健全な産業の成長発展によって

対外収支の改善を図ることである｡沖縄県の県際収支は､赤字基調の貿易収支
（７）

を貿易ﾀﾄ収支や移転収支の黒字で穴埋めする構造を示してきた。当面の課題

は､財政の移転や軍関係受取などの非自立的項目のウェイトを相対的に引き

下げるとともに､商品及びサービスの経常勘定の改善を図ることである。

第４に､製品や半製品､原材料等の県内自給度を高め､経済波及効果の裾野

を広げることが挙げられる。とかくこれまで、経済の底の浅さが沖縄県経済

の脆弱性として指摘されてきた｡地域特性を活かした産業の振興によって､域

内自給度を向上きせるのが経済自立の４番目の内容である。

第５の内容は､雇用吸収力を高めることによって､県内の失業率を引き下げ

ることである｡長期的には完全雇用状態を実現することであるが､さし当たっ

ては３％台の水準まで改善していくことが望まれる。

最後に､フローおよびストック両面における全国との経済的格差の是正を

図ることが､自立化の内容の一つとして挙げられる｡ただし､経済が自立化し

つつあっても､対全国との経済的格差は依然として存在しうる余地はあるが、

自立化に伴って格差は是正される方向が望ましい。

以上の六つの自立経済の内容を包摂したときの沖縄県経済の姿は､経済が

自立的発展をたどる中で定住条件が整備された経済社会である｡つまり､経済

の自立化はその内容として社会的自立条件の整備を含むものである。さらに、

個性ある自立経済の実現には､地域の自立性と主体性の確立が伴わなければ

ならない。

経済自立の具体的内容は､図３で示されるように､経済社会のマクロ的側面

に関係しており、それぞれは経済循環の中で相互に関連し合っている。

さて､このように多くの側面によって含意される経済自立化は､計数的には

どのように把握されるであろうか｡図２の右欄で示されるように､指標もそ

－３９－
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図３経済自立の具体的内容と指標

具体的内容 経済構造 自立指標

財政依存からの脱却 財政構造 財政依存度

物的生産力の向上 産業構造
Ｍと

物的生産力

対外収支の改善 収支構造
､2上

自立収支

域内自給度の向上 技術構造
βに４生セ、ﾋヒ

域内自給率

失業率の改善 l就業構造｜
Ｉｉ

失業率

厭一HFr圧jii祠iil:１経済的格差の是正
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島喚経済の構造的不均衡と経済自立一沖縄県経済の場合一

れぞれの側面について適切に選択されるべきである。ただここで注意したい

ことは､各指標のどの水準を以て経済的自立が達成されたとみなすかはすぐ

れて規範的な問題であり、意見の分かれるところであるということである｡沖

縄県経済の実態に即した場合､自立が達成された姿を描くことも重要である

が､それ以上に自立化のプロセス自体が重視されるべきであろう。したがっ

て､以下では各指標の改善方|可をみて､経済の自立化が進んでいるかどうかを

判断することにしたい（表４参照)。

まず､財政依存度は県民総支出に,Liめる一般政府最終消費支出と政府総固

定資本形成の和の割合として定義できる｡すなわち､それは県民所得の水準を

決定する総需要の中で財政需要が占める割合を示した指標である｡１１１'縄県経

済の財政依存度は30％台で推移しているが､近年､わずかながら改善される兆

しがみられる｡なお景気循環的現象として､国の財政事情が厳しいときには財

政依存度は低下するが､財政環境が好転すると財政依存度は高まる傾向にあ

る｡沖縄県の財政依存度は､1975年度の34.2％から1978年度の40.7％まで高

まったが､その後は低下傾向にあり、1989年度には29.4％であった。

次に､産業構造を物的生産力をもつ部''1とそうでない部''１に分け､県内総生

産に占める物的生産部門（第１次産業＋製造業）の総生産の割合を物的生瀧

力と定義する｡沖縄県の物的生産力は､1975年度には１５０％であったが､その

後漸次低下して1982年度には12.6％､1989年度には１０．１％となっていて､自立
（８）

経済の望ましい水準（約３割といわれている）Ｉこはほど遠い水準である。

域内自給率は､県民所得統計のデータを用いて、ｌから県内需要に対する移

輸入の割合を控除した値として定義できる（％表示｡なお､前節の産業連関表

に基づく自給率も参照されたい)｡沖縄県経済は､物的生産力が弱く、しかも原

材料の大半を移輸入に頼っているため､県内で発生した超過需要の県外への

漏出が大きい経済である｡近年は､原油の輸入が低迷していることも手伝っ

て､域内自給率は高まる傾向にあるものの､総体として県内産業の自給力は弱

い｡1975年度→1982年度→1989年度の推移をみると､38.5％→58.4％→63.8％
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である。

完全失業率は､就業者と失業者の合計（＝労働力人口）に占める非自発的

失業者の割合によって定義される｡沖縄県の場合､第１次石油危機後､おおむ

ね５％台の高水準で推移してきており、1989年度までについては大幅な改善

の兆しはうかがえない｡1989年度の完全失業率は４４％であった。

経済的格差をフロー面の所得格差で表すことにし、１人当たり国民所得に

対する沖縄県の１人当たり県民所得の割合を全国＝100に対する乖離として

定義することにする｡それによると、１人当たり県民所得は全国のほぼ73％程

度であり、所得格差はほぼ27％程度である｡1975年度は22.5％､1982年度は

26.2％､1989年度は26.5％であり、この指標でみる経済的格差は依然として縮

小していない。ｌ人当たり県民所得は､絶対額では1975年度から1989年度の１５

年間で82.6万円から190.0万円へ2.3倍の増加を示している｡なお､1989年度の

1人当たり県民所得水準は､1982年度の１人当たり国民所得をやや上回る水

準であり､全国水準へのキャチアップには数年のタイムラッグが認められる。

このフローの所得格差は､単なるｌ人当たりの相対的な購買力の格差を示

すものであって､生活水準や豊かさまでも包括する総合指標でないことは言

うまでもない｡例えば､1989年度の場合､全国（258.4万円）は沖縄県の1.36倍

であった｡このことは､沖縄県の所得水準で１台200万円クラスの車が買える

とき､全国平均では272万円クラスの車を買うことができるということを意味

する。しかし､前者が後者より貧しいとは必ずしも言えないのである。

最後に､対外受取勘定に関係した指標､すなわち移輸入に対する移輸出の割

合で定義される自立係数（移輸出・移輸入比率）をみてみよう。自立係数は、

移輸出で移輸入を賄う割合を表す｡この係数は､恒常的に［移輸出く移輸入］

が続いていることから､その値は100％より小さく、沖縄県の場合は50～60％

台の水準で推移してきた｡逆に言うと､移輸入が移輸出の1.5倍-2.0倍の規模

であることを物語っている｡1989年度の自立係数は65.3％であった。以上の

検討から、復帰後、沖縄県経済は財政に代表される外生的受取に大きく依存
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して成長してきたものの､その過程で経済の自立化は遅々として進展してい

ないことがわかる｡構造的に自立できる地力をいかにして蓄えていくかは､引

き続き沖縄県経済に課された大きな課題である。

７財政の自立化促進機能

既にみたように、沖縄県経済の自立化の具体的内容の一つは、財政依存度

を低め、財政に依存した体質を改善することであった。それは取りも直さず

県内産業の振興を図り、対外競争力を強化して自立部門のウェイトを高める

ことに他ならない。沖縄県経済の現実を直視すると、財政の自立化促進機能

の活用が必､要であるが、財政の自立化促進機能という場合、まず以て県内の

産業振興に対して果たす財政の役割がどのようなものであるかが検討されな

ければならない。ここでいう財政とは国の財政資金、税制・金融上の措置策

の政策全般を指す言葉として用いる。

そもそも財政が特定地域の産業振興等、その地域の振興に大きくかかわっ

てくる根拠は、どこに求められるであろうか。それを知るために、戦後期に
（９）

おける我が国の地域開発の基本理念をみてみよう。上言己の根拠を一言で述べ

れば、国士の均衡ある発展を図ろために、諸々の地域格差を有する特定地域

に対して、財政の支援によって当該地域を振興するという公平`性と相互扶助

性の原則に求めることができる。

－全総（昭和37年10月）から四全総（昭和62年６月）までのそれぞれの全

国総合開発計画の目標は、その時々の時代背景を踏まえた表現となっている

ものの、これら四つの計画目標に一貫して流れている戦後期の我が国の国士

政策の基本理念は、国土の均衡ある発展を図ることに求められる。国土の有

効利用の見地からも、また国土の安全保障という観点からも、過疎・過密問

題を解消し、国土全体の均衡のとれた利用と発展を図ることが必須だったの

である。それはまた、国際化が大きく進展するであろうこれから２１世紀にか

けての時代においても、ますます重要になってくる政策理念である。
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さて、このような国土政策の基本理念の下で、それを具体的に実施するた

めに、数多くの特定地域振興や工業開発による地域振興に関する諸制度が用

意されたのである。その地域社会のおかれた地理的・自然的・社会的条件の

劣悪さゆえに、他の地域に比べ後進'性がみられる特定地域に関する立法とし

ては、「離島振興法」（昭和28年）や「山村振興法」（同40年)、「過疎地域振

興特別措置法」（同55年）等がある。現行法規では、この特定地域に関する

諸立法の範蠕に「奄美群島振興開発特別措置法」（同29年）や「小笠原諸島

振興特別措置法」（同44年）と並んで、「沖縄振興開発特別措置法」（同46年）

が含められている。工業開発を促進することによって地域の振興を図る立法

としては、「低開発地域工業開発促進法」（同36年)、「農村地域工業導入促進

法」（同46年）などがある。

ここでは、これら諸立法を検討する余裕はない('0)が､総じて言えることは、

財政特例という措置によって法律の目的を達成することが意図されているこ

とである。これらの諸立法は、地域格差の是正や国土利用の均衡化、過疎・

過密の解消等を目的としており、その中心的政策手段が財政上の特別措置な

のである。つまり、財政のもつ意義は先に触れた国士の均衡ある発展を図る

ための重要な政策手段である点に見出すことができるのである。地域間に生

じている不均衡を是正し、国士の均衡ある発展を図るための財政特例を譜ず

ろがための根拠法令として、上で列記した諸立法が制度として整えられてき

たといえよう。

財政上の特例の具体的内容は、税制、狭義の財政、金融の分野にわたって

いる。まず、税制上の特例として、減価償却の特例や譲渡所得に関する課税

についての特例等国税に関する措置がある。地方税については、地方交付税

の裏付けによって地方税の減免ができる特例がある。次に、財政上の特例と

して国庫補助・負担の割合の嵩上げ措置や地方債の特例、地方交付税の特例

等が挙げられる。さらに金融上の特例として、政府系金融機関による低利資

金や長期資金の融資等がある。このような財政による各種特例措置によって、
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問題を伴いながらも、全国的視点から整合性のある地域振興や産業振興の促

進が図られてきたところである。

沖縄県経済の今後の中心課題は、財政に大きく依存しない自立的発展を図

ることである。したがって、今後は総需要項目に占める財政支出のウェイト

を相対的に引き下げることと、民間部門に係わる需要項目のウェイトを相対

的に引き上げていかなくてはならない。しかし、財政依存度が高く物的生産

力の弱い沖縄県の経済構造を一朝一夕に改善することはできないことであ

り、構造転換のためにはある程度の期間が必要であることは否めない。財政

への過度の依存を低めながら、県内産業の移輸出力を強化することが、県経

済の自立的発展を保証する方途であるとしても、財政に肩替わりするものな

しに、ただ単に財政のウェイトを低下させるだけでこと足りるというほどに

単純なことではないのである。むしろ、制度化されている財政特例を積極的

に活用することによって、自立の芽を育てる方策を講じることが賢明な選択

である。

沖縄県の場合は、第２次産業なかんずく製造業を中心とした産業振興が立

ち遅れているため、企業の地力及び対外競争･力が弱く、結果として税収は小

さくなって、自主財源比率は低い。したがって、構造的に国の財政への依存

度を高めざるをえない状況下にあるのは確かである。経済力格差は税収格差

を生み出し、財政力格差へとつながっている。このメカニズムは、沖縄対全

国の格差、県内の都市部対非都市部（離島や辺地等）の間の格差について言

えることである。経済力格差は、財政基盤の強弱の差となって現われるので

ある。この財政力格差を解消するのが、経済自立を図ろための課題の一つで

ある。

財政資金は具体的には公共投資という形で実現するが、公共投資はその性

格上､地域経済に対してストック面での効果とフロー面での効果を発揮する。

ストック面では社会資本を充実させ、住民生活の質的向上や産業振興の促進

を図る機能がある。公共投資のストックである社会資本は、文字どおり間接
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的な共通資本であり、直接的に消費や生産に投入される訳ではない。それは、

市場経済を通じては達成しえない領域での資源の有効利用や社会的な需要を

充足するのに寄与するという機能をもつのである。他方、公共投資のフロー

面の効果は、財政支出が経済の総需要を変化させることによって作用する。

公共投資によって市場に生み出される需要が、乗数効果を通じて関連産業の

生産拡大を誘発し、雇用吸収力を高め、結果として地域経済の成長を促進す

る。このように、財政による公共投資は、社会資本の整備と総需要の創出に

よって地域間格差を縮小させる重要な機能をもっているのである。

沖縄県経済について、その自立化を達成するための先行条件は、農業生産

基盤や工業用地、水資源、交通ネットワーク、情報通信網等の社会資本の整

備を図ることである。このような産業基盤は、民間の経済力の強い地域では

民活方式による整備も可能であるが、沖縄県のように民間経済力の脆弱な経

済においては、財政に頼らずしてそれらの整備を図ることは困難である。し

たがって、経済自立の芽が育つまでは、引き続き財政による社会資本の整備

は推進していかなければならない。要は、財政の活用の仕方や依存の内容の

いかんによって、財政が経済の自立化に対して効率的に機能するかどうかが

決まってくるということである。

８経済開発と環境問題

沖縄県では、本土との格差是正と自立的発展の基礎条件の整備という二つ

の柱を振興開発の基本目標として掲げ､急速な経済発展を続けてきた。近年、

リゾート列島化している日本の中でも、とりわけ急速にリゾート地化・観光

地化が進行している沖縄県では、リゾート開発という名のもとに人的資源並

びに物的資源の荒廃・枯渇化・破壊が急速に進展し、その抜本的対策を講じ

ることは喫緊の課題となっている。

具体的には、民間による急速なリゾート開発が進められた結果、水資源の

枯渇・汚染、赤土流出による海浜・海岸汚染、自然環境及び生態系の破壊、
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産業・生活廃棄物の急増等の諸問題が先鋭な形で顕在化してきている。

烏喚地域は、閉じた生態系を持っていることや環境容量が小さいことなど

から、ひとたび環境破壊が進行すると現状回復はほとんど望めない。環境資

源は現世代のみの財瀧ではなく、子々孫々まで残されるべき貴重な共有財産

である。現世代のみの経済的繁栄のために、後Utに大きな廃嘘を残すことが

ないように秩序ある経済開発が望まれる。重要なのは、環境を開発のための

制約条件として考えるのではなく、環境の保全・澗養のために開発が制約条

件として扱われるべきである、ということである。この点に十分留意した沖

縄県における経済の自立化戦略の展開が望まれる。

９産業・貿易振興のあり方

1972年の復帰時点で１１１１縄県経済に対して初期条件として与えられていたの

は、対外的には本土との経済社会iHiでの格差であり、対内的には大幅なマク

ロ経済不均衡であった。こうした状況下で、産業振興を図り貿易不均衡や財

政への過度の依存から脱却するためにはどうすればよいかが問われ続けてき

たのである。そして、延べ計画期間が約20年に及ぶ↑''１縄開発振興計imiに基づ

いて、各面にわたる本土との格差是正や自立的発展のための基礎条件の整備

が図られてきたことは周知のとおりである。しかしながら、これまでみてき

たように、沖縄県の経済構造の不均衡度はまだまだ縮小せず、財政受取等の

外的要因によって強くけん引される他律型の構造が依然として続いている。

このような不均衡構造を自立型の拡大均衡をたどる経済構造へと転換するこ

とが、豊かで柄力に満ちた沖縄県を実現する上での十分条件の一つとなる。

以下では、これまでの本稿の分析結果から導かれる結論を要約し、今後の沖

縄県の産業・貿易振興を探る上での一助としたい。

依然として続いている各部門にわたる経済構造の不均衡を踏まえると、経

済の自立化とは、各部門のインバランスを是正して安定的な拡大均衡を図っ

ていくプロセスであると言い換えることができる。では、どのような方向が
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志向されるべきであろうか｡拡大均衡の観点からは、財政受取を減らしたり、

民間の貯蓄率を引き下げたりする方策を採ることは有益でなかろう。このよ

うな方策をとれば、確かにマクロの不均衡は改善されるであろうが、経済は

縮小・停滞していく。貿易振興を産業振興と結びつける立場からは、物的生

産力を高め、対外競争力を強化することによって、移輸出拡大を図っていく

ことが、沖縄県経済が拡大均衡をたどる上での要諦であることは言うまでも

ない。

そのためには、民間部門の活力・創意・工夫を一層発揮させ、民間投資を

促進することと秩序ある経済開発を進めていくことが肝要である。とりわけ、

経済のダイナミズムという観点から産業部門間の相互連関を考えるとき、民

間投資を物的生産部門へ相対的に振り向けることの意義は大きい。先進経済

の例に見られるように、産業連関において物的生産部門の果たしている役割

は相対的に大きく、この部門の諸産業がけん引車となって産業全体のダイナ

ミズムが生まれているのが実相である。物的生産部門の振興は、観光需要や

財政需要の域内連関を高める上でも必要なことである。確かにこれまでも旺

盛な民間投資が行なわれ、新しい産業の芽出しの努力も払われてきている。

しかし、既にみたように、物的生産部門への投資は停滞し、当該分野での起

業化は進展していないのが現状である。今後、沖縄県で求められるのは、物

的生産部門への投資を軸とした民間活力を発揮することであろう。

物的生産部門への投資活動を中心とした民間活力の発揮は、既存産業の高

付加価値化や新規業種の起業化等を促進することによって、県内の潜在的生

産能力を酒養し、産業の連関効果を高めることに結びつく。その結果、移輸

出競争力が強まると共に､移輸入品の代替もある分野では進展するであろう。

同時に、外生的な観光収入（需要）や財政需要等の県内波及効果（域内歩留）

も高まっていくであろう。さらに、雇用環境の改善や税収増による租税負担

率（ここでは制度上の税率ではなく、県民総支出の増分に対する租税収入の

増分の割合として定義されている｡）の向上にもつながっていくであろう。
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最終的には、△Ｅ、△I、△Ｔが相対的に高まって、県内の対外部門、民間部

門、そして公的部門が均衡化へ向かう過程で県経済の自立的な拡大成長が実

現されるであろう。

本稿での分析結果から導かれる産業・貿易振興の方向は、以下のとおりで

ある。第１に民間投資をスプリングボードとして、沖縄県のもつ地域特'性と

比較優位`性を活かした産業・貿易の振興を図ることである。この方向`性は、

四全総の中の沖縄地方整備の基本方向に包摂されるものである｡換言すれば、

第１次産業と製造業を中心とする物的生産部門の活性化と国際的規模の観

光・保養地域の形成を促進するための有効かつ適切な方策が確立できれば、

重層的な形で県内産業の連結が強まるような発展形態をたどることができよ

う。この方向にとって有効な戦略となりうるのが、企業立地と貿易の振興を

図るために創設きれた自由貿易地域制度の拡充による活用であろう。自由貿

易地域の面的展開は､軍事基地の平和的な跡利用を図るうえでも有効である。

産業・貿易振興の第２の方向は、従来型の発想から脱却して、沖縄県にお

ける比較優位を与えられた地理的・自然的・社会的条件の中で考えるのでは

なく、その条件を積極的に創り出していくことである。つまり、比較優位は

天与のものではなく、創出していくものなのである。具体的には、例えばア

ジア地域をも視野に入れた知識・研究・情報・技術の集積コアである「知の

センター」を設置していくことによって、沖縄県の新たな比較優位構造が形

成されていくことが期待できる｡そのための有効な戦略は､人的能力の開発・

活用を図ることと、国内外の地域とりわけ東アジア経済圏との間に交通・通

信・情報・人的ネットワークを構築することが有効となろう。

第３の方向は、環境保全との調和において秩序ある経済発展を進めていく

ことである。従来は、経済開発を進める上で環境は所与の制約条件として考

えがちであった。環境許容量が小さいという島唄地域の自然特性を考慮する

と、環境の保全・創出のために経済開発のあり方に制約が課される段階にき

ている。過剰な開発や歪んだ開発は慎むべきである。
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以上のような産業・貿易の振興方向にとって重要なのが、その開発戦略を

諸々の制約条件の下で県民自らの主体性によって策定し、展開することであ

る。そうすることによって、地域内部からの自立的発展が確かなものとなろ

う。

補論スカイライン分析について（要約）’''１

スカイライン分析は、仮説的自給体系を示すことによって、自給率の高い産

業経済に発展するのにどの産業部門が相対的に弱いのか、どの産業部門の振

興を推し進めるのが最も実りが多いか等について、有益な示唆を与えてくれ

る分析方法である。生産、移輸出、移輸入の交錯が描く産業スカイラインに

よって、その経済の投入産出構造と貿易構造との間の関係が明確になってく

るのである。

投入産出分析の枠組にしたがって、競争輸入型のモデル経済のバランス式

を次のように表す。

ＡＸ＋Ｆ＋Ｅ－Ｍ＝Ｘ

ここで、Ａ，Ｘ，Ｆ，Ｅ及びＭは、それぞれ投入係数行列、産出ベクトル、最

終需要ベクトル、移輸出ベクトル及び移輸入ベクトルである。いま、投入係

数行列Ａを所与とし、最終需要ベクトルＦと移輸出ベクトルＥに加え、移輸

入ベクトルＭも外生的に与えられるものとする。このとき、各産業部門の産

出水準は、

ｘ＝［’一Ａ］￣’ＩＦ＋Ｅ－Ｍｌ

あるいは、

Ｘ＝Ｘ,．＋Ｘ－Ｘ,，

ここで、ｘ,＝［１－Ａ］－１Ｆ（i）

ｘ－［１－Ａ］￣lＥ（ii）

ｘ",＝［ノーＡ］－１Ｍ（iii）

によって求められる。
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スカイライン分析は、（i)式～(iii)式に着目して、Ｆ、Ｅ、Ｍにそれぞれ対応

した産出水準ベクトルx,、ｘ、ｘ1,1を求め、しかる後、ｘ,＋ｘ－ｘ噸によって現

実の産出水準ｘを求める方法である。したがって、以下の四つの産出水準か

ら成る仮説的自給体系が得られる。

（i）完全自給産出水準：ｘ,＝し－Ａ］－１Ｆ

移輸出入がなく、県内の最終需要（それから誘発される中間需要を含

めて）を完全に県内生産したときの直接・間接の波及を含む各産業の産

出水準。

（ii）移輸出充足産出水準：Ｘ－Ｄ－Ａ］￣'Ｅ

移輸出需要を完全に県内生産したときの直接・間接の波及を含む各産

業の産出水準。

（iii）移輸入による節約産出水準：ｘ"＝［ノーＡ］－１Ｍ

現実の移輸入相当分を完全に県内生産したときの直接・間接の波及を

含む各産業の産出水準。

（iv）現実の産出水準：Ｘ＝Ｘ,＋Ｘ－脇

県内最終需要による生産誘発額x'に移輸出による生産誘発額ｘを加え

た産出水準から移輸入による節約生産額x,､を控除した各産業の産出水

準。

いま、各産業の産出水準が各々の県内最終需要にちょうど見合う水準に実

現したとすれば、ｘ＝Ｘ′である。もしｘ＞X,ならば、県内産業は県内最終需

要を充足する水準以上に生産しており、Ｘ－Ｘ,に相当する分を県外へ移輸出

していることになる。

逆に、Ｘ＜X,ならば、県内最終需要を充足するための不足分を県外から移

輸入していることになる。

そこで、（X／X,）＝ｌ＋（Ｘ／X'）－（XmI／X,）に留意すると、次の四つ

の指標が得られる（つまり、Ｘ,＝１００とおいて、それぞれを指数化すること

と同じである)。
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α＝（X,／X,）×100＝県内最終需要による生産誘発度（％）（＝100.0）

β＝（ｘ／X,）×100＝移輸出による生産誘発度（％）

γ＝（x,!／X,）×100＝移輸入による生産節約度（％）

ｅ＝（x／X,）×100＝県内自給率（％）

県内産業についてＥ＞100である産業部門は移輸出指向型産業であり、Ｅ＜

100である産業部門は移輸入依存型産業であるということが言える。このＥ

を産業部門ごとに求め、それをグラフに描くことによって、’１１なみのスカイ

ラインに擬せられる産業スカイラインが得られるのである。なお、Ｅ＝α＋

β－γが成立する。

注

＊本稿は、第３回世界島喚会議（1992年５月18日～21日、バハマ国ナッ

ソー市ナッソービーチホテル）で報告した“Internaldevelopment

andExternalConstraintsinanlslandEconomy：TheCaseofthe

Ryukyus”の骨子を展開したものである。また本稿は、拙稿「経済自

立化に関する具体的内容｣、「財政の自立化促進機能」（『沖縄県経済の

自立向上に関する調査報告書』沖縄計画研究所、平成元年３月）及び

「対外取引」（『沖縄社会経済変動調査報告書』沖縄開発庁沖縄総合事

務局、平成２年３月）で展開されたアイデアを敷桁したものである。

なお、本稿のアイデアは嘉数啓「沖縄経済自立への道」（『新沖縄文学』

５６号、沖縄タイムス社、1983年）に触発されたものである。

（１）なお北海道地域について、北海道未来総合研究所編『北海道開発の新

視点・自立経済への挑戦』（日本経済新聞社、昭和55年）がある。

（２）例えば、『新沖縄文学』（56号、沖縄タイムス社、1983年）や『新沖縄

文学』（53号、沖縄タイムス社、1982年）を参照。本節に関連した島

唄経済の特質については嘉数啓『島しょ経済論』（ひるぎ社、1986年）

が詳しい。
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（３）堀内行蔵「日本経済を巡る現問題」（宇沢弘文編『日本経済：蓄積と

成長の軌跡』東京大学出版会、1989年)を参照。

（４）構造的には、過去の歴史的諸要因に規定されている面が強いことは言

うまでもない。とりわけ、産業資本蓄積の低位性、企業家精神の定着

の遅れ、産業基盤整備の遅れ、産業政策の弱さ等が、復帰後も構造的

不均衡をもたらした大きな要因である。

（５）全国の結果表については、例えば上記拙稿「対外収支」の第1１－３－

３表を参照。スカイライン分析のフレームワークは、補論において要

約する。

（６）前掲嘉数論文、嘉数著書および上記拙稿「経済自立化に関する具体的

内容」を参照。同拙稿において、体系立った議論を展開している以下

の３氏の自立論を検討している｡前掲嘉数論文｢沖縄経済自立への道｣、

牧野浩隆『沖縄経済を考える』（新報出版印刷、昭和53年）及び吉川

博也「２１世紀沖縄の経済社会構造と政策課題の提案」（『公庫レポート』

ｎｏ､8、昭和60年)。

（７）上記拙稿「対外取引」を参照。

（８）前掲嘉数論文「沖縄経済自立への道」pp17o

（９）例えば、国土庁編『第四次全国総合開発計画』（昭和62年６月）を参照。

(１０）拙稿「主要な地域開発諸立法の検討」『沖縄振興開発の展開システム

調査報告書』沖縄開発庁沖縄総合事務局、昭和56年３月）を参照。

(11）スカイライン分析については、例えば黒田昌裕『一般均衡の数量分析』

（岩波書店、1989年）第６章および宮沢健一「産業連関の価格＝物量

リンクモデルによる生産・消費・貿易構造の展望」（『一橋論叢』第７６

巻第２号1976年）を参照。

－５４－


